
申請受付期間・申請方法等
詳細につきましては後日
発表されます。ホームページ
等でご確認ください。

福岡県新型コロナウイルスワクチン専用ダイヤル

接種後の副反応に関するお問い合わせ 

各支援策の詳細や最新情報、そのほかの支援策についての情報はそれぞれの窓口にご確認をください。

コロナ 福岡県庁 検  索 福岡市 コロナ支援 検  索

福岡県議会議員（福岡市城南区）

守谷正人
ま さも り や と県政

報告
新型コロナウイルス感染症特集号 （2021年5月）号外

〒814-0104 福岡市城南区別府6-2-10
e-mail：macmac0621_1965@mail.goo.ne.jp

TEL 092-851-3679
FAX 092-851-3670

http：//moriya-masato.info/ホームページ上で政策や日々の活動をご紹介すると共に、
県民の皆様のご意見ご質問を随時受付しております。

福岡県議会議員

本県にも3度目となる「緊急事態宣言」が出されました。県民の
皆様には大変厳しい状況の中での生活を余儀なくされておられる
事と思います。新型コロナウイルス感染症で闘病中の皆様には
一日も早いご回復を願っています。また、医療機関や福祉施設を
はじめ多くの皆様に心から感謝を申し上げます。
この度、国・市・県の新型コロナ支援策の主なものをまとめました。
皆様の暮らしの中で少しでもお役に立ててれば幸いです。
今は一刻も早く感染症の収束と平穏な生活が戻る事を心より
祈念しています。

＆ブログ更新中！

■福岡市の飲食店への主な支援策

店舗賃料等１か月分の

【申請開始：令和３年６月上旬を予定】

休業要請協力店舗への支援市

（上限50万円） 【市】売上が減少した事業者への支援事務局
092-286-7137（平日９時～17時）

飲食店への支援

服部知事に緊急要請を行いました。

5月臨時議会の主な予算につきまして
福岡県議会臨時議会は5月21日に開催され、本県に対する緊急事態宣言の発令を受け、「感染拡大の防止」、「医療提供体制の強
化」、「事業継続の支援」に取り組み、新型コロナウイルス感染症の拡大を食い止めるための予算総額754億円余が成立しました。

項目名 予算額（単位：千円） 説　　明 （単位：千円）

飲食店等感染防止対策費 ○飲食店等の営業時間短縮の実施状況調査に要する経費 6,448
○飲食店等の感染防止対策の実施状況調査に要する経費 173,765

医療提供体制等強化費 ○新型コロナウイルス感染症の検査・分析等に要する経費 1,461,444
○医療提供体制等の強化に要する経費 13,275,619

新型コロナウイルスワクチン
接種体制確保事業費

○医療従事者等に対する接種体制の確保に要する経費 112,168

新型コロナ対策
地域商品券発行支援事業費

［新］福岡県中小企業者等
月次支援金

○商工会議所、商工会及び商店街が行う、プレミアム（割増金）付き地域商品券の発行に対する助成 863,140
・発行規模：343億円

○緊急事態宣言等の影響により売上げが減少した中小企業者等や酒類の提供を停止する
飲食店と取引のある酒類販売事業者に対する支援金の給付に対する経費 927,469

福岡県感染拡大防止協力金
○休業等の要請に応じた飲食店等に対する協力金の給付に要する経費 45,945,169
［新］休業等の要請に応じた酒類等を提供する飲食店に対する家賃支援金の給付に対する経費 2,165,346
［新］営業時間短縮の要請に応じた大規模施設等に対する協力金の給付に要する経費 10,516,608

180,213

14,737,063

112,168

863,140

927,469

58,627,123

（令和3年5月17日現在）

（令和3年5月14日現在）

月次支援金の横出し・上乗せイメージ図

給付条件
①飲食店の休業・営業時間短縮や外出の自粛等の影響を受け、
2021年5月の月間売上が、2019年又は2020年の同月
比で30%以上50%未満減少していること。
②酒類の提供を停止する飲食店と取引があり、5月の売上に
かかる国の月次支援金※を受けていること。
※2021年5月の月間売上が2019年または2020年の5月と比べ50%以上減少
　していれば給付の対象

給付額

①法人10万円以内、個人事業者 5万円以内
②法人20万円以内、個人事業者10万円以内
【算出方法】2019年又は2020年5月の売上－2021年5月の売上
（②については、上記計算方法から国の支援金額を差し引いた額)
※①、②とも福岡県感染拡大防止協力金の受給者は対象外

対象者
①県内に本社・本店のある中小法人・個人事業者等
②県内に本社・本店のある酒類販売事業者（中小事業者等）

【市】支援担当 080-8574-9289
090-8403-7300
（平日10時～18時）

酒類販売事業者

上限20万円（法人）
上限10万円（個人）

県

中小企業者等

上限20万円（法人）
上限10万円（個人）

国 中小企業者等

上限10万円（法人）
上限 5万円（個人）

県

売上減少50%以上 売上減少30%以上～50%未満

上乗せ

横出し

福岡県中小企業者等月次支援金
〈国（経済産業省）の「月次支援金」と併用可能〉

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言に伴う、飲食店の休業・営業時間短縮や外出の自粛等の影響により、売上が大きく減少
している中小企業者等に対して、事業の継続を支援する月次支援金を給付します。

令和3年5月12日から31日の期間、
県からの休業要請に応じ、休業し
た飲食店等に対し、店舗の賃料等1
か月分の5分の4、50万円を上限に
支援（福岡県の家賃支援を含む）５分の４を支給

市 売上が減少した事業者への支援

法人20万円／月

個人10万円／月
を上限に支給

【申請開始：令和３年６月中旬を予定】

令和3年5月の緊急事態宣言に伴う飲
食店等の休業・時短要請や不要不急
の外出・移動の自粛等の影響を受け
売上が減少した事業者のうち、国の
支援金や県の協力金の対象とならな
い事業者に対し、中小法人等20万円、
個人事業者等10万円を上限に支給

☎0570-072972（24時間対応）
接種開始時期や予約方法などその他のお問い合わせ

お住まいの市町村窓口

厚生労働省ホームページ 県ホームページ

その他の新型コロナウイルスに関する問い合わせ： 
福岡県新型コロナウイルス感染症一般相談窓口

☎092-643-3288（24時間対応）

福岡市新型コロナワクチン接種コールセンター

福岡市の新型コロナワクチン接種に関する
問い合わせや相談

☎092-260-8405

FAX.092-260-8406

受付時間：8時30分～17時30分（土曜日、日曜日、祝日も実施）
※英語、中国語、韓国語、ベトナム語、ネパール語、
スペイン語、ポルトガル語での通話も可能です。

※耳が不自由な方など、電話相談が難しい方の
お問い合わせ専用番号です。

ひとりひとりが危機感と思いやりを持った行動を！



☎0120-567-918

福岡県
感染拡大防止協力金

コールセンター

※9時～17時、土日祝日含む

福岡県住宅供給公社
福岡管理事務所

☎092-713-7301

※8時30分～19時
土日祝日含む

事業者向けの主な支援策

ひとり親世帯に
子育て世帯生活支
援特別給付金
（ひとり親世帯分）

以下のひとり親世帯に対し、対象児童1人当
たり5万円を支給します。
①令和3年4月分の児童扶養手当受給者
②公的年金等受給により令和3年4月分の
児童扶養手当を受給していない方
③新型コロナウイルス感染症の影響を受けて
家計が急変し収入が児童扶養手当受給者と
同じ水準となっている方

感染の疑いなどで
無給や減給になった

国民健康保険・後
期高齢者医療制度
の傷病手当金

新型コロナウイルスに感染または感染が
疑われたため、仕事を休み、無給や減給に
なった人に対し、傷病手当金が支給される
場合があります。

休業中に賃金（休業
手当）を受けることが
できなかった

新型コロナウイルス
感染症対応休業
支援金・給付金

令和2年4月1日から緊急事態宣言が全国
で解除された月の翌月までに事業主の指示
を受けて休業（休業手当の支払いなし）
した中小企業の労働者に対し、1日あたり
11,000円を上限に支給します。
※大企業の一部の非正規雇用労働者も
対象となります。

貸
付

生活資金に不安が
ある

緊急小口資金
（主に休業され
た人向け）

貸付額 20万円以内
据置期間 1年以内
償還期限 2年以内

総合支援資金
（主に失業され
た人向け）

貸付額 単身世帯 月15万円以内
複数世帯 月20万円以内

貸付期間 原則3カ月以内
据置期間 1年以内
償還期限 10年以内

納税が難しい 納税の猶予
新型コロナウイルス感染症の影響により、
一時的に納税ができない場合は、 原則として
１年以内の期限に限り、納税を猶予する
制度があります。

国民健康保険料
などが払えない

国民健康保険料
などの減免・納付
の猶予

一定程度収入が下がった場合など、保険料
の減免や納付猶予を受けられることがあります。
（滞納により資格証明書をお持ちの人が帰国
者・接触者外来を受診する場合も、窓口負担
に公費適用があります）

減
免
・
猶
予

国税：西福岡税務署
県税：西福岡県税事務所
市町村税：城南区役所納税課
☎092-833-4026

家賃が払えない
（民間賃貸など） 住居確保給付金

休業などによる収入減少で住居を失う恐
れのある人に対し、家賃相当額（上限あ
り）を支給します。
支給期間 原則3カ月（最長9カ月）

家賃が払えない
（県営住宅の人）

家賃の減額・
支払いの猶予

収入が著しく下がった場合、家賃の1/4から
3/4を減額、または入居者の事情に応じて
支払いを猶予します。

解雇などにより住居から
退去しなければならない

県営住宅などの
一時提供

提供期間 最長2年（6カ月ごとの更新）
家賃 入居する住宅家賃の1/2

住
ま
い

雇
用

働く場を失った、
アルバイト収入が
減った

福岡県緊急短期
雇用創出事業

学生・留学生を含め働く場を失った人向け
に、緊急に短期の働く場を提供します。

給
付

福岡県福岡労働者支援事務所
☎092-735-6149

お住まいの市町村または
厚生労働省コールセンター
☎0120-400-903

福岡市コールセンター
☎092-401-0271

又は

新型コロナウイルス感染症
対応休業支援金・給付金

コールセンター
☎0120-221-276

福岡市社会福祉協議会
生活福祉資金受付センター
☎092-791-7266

福岡市生活自立
支援センター

☎092-732-1188

城南区保険年金課
☎092-833-4123（減免）
☎092-833-4124（相談）

城南区役所保険年金課
☎092-833-4121

（令和3年5月1日時点）（令和3年5月28日時点）この他の支援策についての詳細は福岡県ホームページをご確認ください。

個人・世帯向けの主な支援策

月次支援金

中小企業者等月次支援金
（詳しくは4面をご参照ください）

月次支援金事務局
相談窓口（国）

福岡県中小企業振興課
☎092-643-3420

☎0120-211-240
☎03-6629-0479

緊急事態宣
言に伴う飲食
店の休業・営
業時間短縮
や 外 出 自 粛
等の影響を受
けた事業者を
支援

県 の 要 請 に
応じて営業時
間短縮を行っ
た飲食店など
を支援

本年4月以降で緊急事態措置又はまん延防止
等重点措置が実施された月のうち、前年又は前
々年同月比で売上が50%以上減少した月が
ある事業者に対して、支援金を給付
上限額：法人20万円/月、個人10万円/月

県内に本社・本店があり、①本年５月の月間売
上が前年又は前々年同月比30%以上50%
未満減少した中小事業者等、②酒類の提供を
停止する飲食店と取引があり、５月の売上にかか
る国の月次支援金の給付を受けた酒類販売事
業者に対して、支援金を給付
①上限額：法人10万円、個人5万円
②上限額：法人20万円、個人10万円

国

県

福
岡
県
感
染
拡
大
防
止
協
力
金

第
5
期

【対象区域】
①福岡市
②久留米市
【要請期間】
①令和3年4月22日～5月5日
②令和3年4月25日～5月5日
【申請受付期間】
令和3年5月20日～6月30日

①福岡市：売上高に応じて
   2.5～7.5万円/日（最大14日間）
②久留米市：売上高に応じて
   2.5～7.5万円/日（最大11日間）
※大企業は、売上高減少額に応じ
   最大20万円/日

第
6
期

【対象区域】
①福岡市
②久留米市
③その他市町村
【要請期間】
令和3年5月 6 日～5月11日
【申請受付期間】
令和3年5月20日～6月30日

①福岡市、②久留米市：売上高に応じて
   3～10万円/日（最大6日間）
③その他市町村：売上高に応じて
   2.5～7.5万円/日（最大6日間）
※大企業は、売上高減少額に応じ
   最大20万円/日

第
7
期

【対象区域】
県内全域
【要請期間】
令和3年5月12日～5月31日
【申請受付期間】
令和3年6月 1 日～6月30日

第
8
期

第
1
期

【対象区域】
県内全域
【要請期間】
令和3年6月1日～6月20日
【申請受付期間】
令和3年6月21日～7月20日

売上高に応じて
４～10万円/日（最大20日間）
※家賃月額×2/3（上限20万円）を加算

（酒類又はカラオケ設備を提供する飲食店等が
休業又は酒・カラオケ設備の提供を止めて営業
時間短縮した場合に加算。福岡市の休業した
店舗（対象に結婚式場を追加）・北九州市の
店舗は各市に申請）
※大企業は、売上高減少額に応じ
   最大20万円/日

【対象区域】
県内全域
【要請期間】
令和3年5月12日～5月31日
【申請受付期間】
令和3年6月 1 日～6月30日

第
2
期

【対象区域】
県内全域
【要請期間】
令和3年6月1日～6月20日
【申請受付期間】
令和3年6月21日～7月20日

要請に応じて短縮した時間に対応して
大規模施設：1,000㎡毎に
20万円/日（最大20日間）
テナント：100㎡毎に
2万円/日（最大20日間）

（映画館も対象（1スクリーンを1テナントとみなす）
申請受付：令和3年6月1日～6月30日

福
岡
県
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大
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ナ
ン
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向
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給

付


